
個別注記表
　
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）。

２．固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～47年

構築物 10年

工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

繰延資産の会計処理

株式交付費 定額法（３年）により償却しております。
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消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当事業年度から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載して

おります。

会計上の見積りに関する注記

１．固定資産の減損

（1）当年度の計算書類に計上した金額

項目 金額

有形固定資産 1,896,907千円

無形固定資産 11,380千円

長期前払費用 41,193千円

減損損失 153,820千円

（2）財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　①減損の兆候の判定と割引前将来キャッシュフローの算出方法

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単

位としてグルーピングしております。減損の兆候がある資産又は資産グループにつ

いては、店舗または事業別の事業計画に基づき割引前将来キャッシュ・フローを見

積もり、減損の認識の要否を判断しております。当該事業計画は、新型コロナウイ

ルスの感染状況に伴う影響も考慮し見直しを行っております。

減損の兆候があると判断したものの、減損損失の認識の判定において、割引前将

来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから減損損失を認

識していない固定資産は、飲食事業で338,482千円、ブライダル事業で26,680千円で

あります。
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②主要な仮定

事業計画の策定や割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、

新型コロナウイルス感染症の影響により減少した売上の回復見通しであります。

新型コロナウイルス感染症の影響は、2022年３月期を通じて継続するものの、ワ

クチン接種等の対策が進むことなどにより、徐々に収束に向かうと仮定しておりま

す。飲食事業においては、2022年３月期を通じて売上が徐々に回復し、2023年３月

期以降は新型コロナウイルス感染症の影響が生じる前の水準に回復すると見込んで

おります。ブライダル事業においては、2022年３月期の上半期にかけて売上が徐々

に回復し、下半期以降は新型コロナウイルス感染症の影響が生じる前の水準に回復

していくものと見込んでおります。

③翌年度の計算書類に与える影響

　割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、入手可能な情報に

基づいた最善の見積りであると評価しております。一方で、新型コロナウイルス感

染症の影響は見積りの不確実性が高く、正確に予測することが困難な状況であるた

め、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合など仮定の見直しが必要と

なった場合には、割引前将来キャッシュ・フローの見積りに影響を受け、結果とし

て翌年度において減損損失が発生する可能性があります。

２. 繰延税金資産の回収可能性

（1）当年度の計算書類に計上した金額

項目 金額

繰延税金資産（繰延税金負債相殺前） 489,476千円

（2）財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　①算出方法

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税

所得及びタックス・プランニングに基づき、見積可能期間５年で繰延税金資産の回

収可能性を判断しております。

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、翌事業年度の事業計画を基礎に、新

型コロナウイルス感染症の収束時期や売上の回復見込み、新規出店などについて一

定の仮定を設けて織り込んでおり、将来の不確実性が高い昨今の経済環境下におい

ても最善の見積りを行っております。
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②主要な仮定

　将来の収益力に基づく課税所得の見積りに用いた主要な仮定は、 新型コロナウイ

ルス感染症の影響により減少した売上の回復見通し及び新規出店計画であり、売上

の回復見通しについては１（２）②の記載と同様であります。

③翌年度の計算書類に与える影響

　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、入手可能な情報に基づいた最善の見

積りであると評価しております。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響は見積

りの不確実性が高く、正確に予測することが困難な状況であるため、新型コロナウ

イルス感染症の影響が長期化した場合など仮定の見直しが必要となった場合には、

将来の収益力に基づく課税所得の見積りに影響を受け、結果として翌年度において

繰延税金資産の取り崩しが必要となる可能性があります。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,219,261千円

２．関係会社に対する金銭債権

　 短期金銭債権 4,829千円

　 長期金銭債権 53,210千円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

　 営業取引以外の取引高 361千円

　

２．減損損失

当事業年度において、当社は下記の資産グループについて減損損失を計上いた

しました。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

東京都 他 店舗（７店舗）
建物
工具、器具及び備品
長期前払費用

153,820

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本

単位としてグルーピングしております。

飲食事業において、１店舗における営業活動から生じる損益が継続してマイナ

スであるため、また、６店舗における閉店の決定のため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・
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フローがマイナスであるため、零として評価しております。

また、減損損失の内訳は、建物142,121千円、工具、器具及び備品10,285千円、

長期前払費用1,414千円であります。

３．助成金収入

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成

金等を助成金収入として、特別利益に計上しております。

４．店舗臨時休業等による損失

新型コロナウイルス感染症に対する政府・自治体からの不要不急の外出自粛要

請等を受け、店舗の臨時休業、営業時間の短縮を実施いたしました。これにより、

飲食事業店舗及び婚礼施設の臨時休業期間中に発生した固定費（人件費、地代家

賃、減価償却費等）を店舗臨時休業等による損失として、特別損失に計上してお

ります。

株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,196,000 422,300 ― 6,618,300

（変動事由の概要）

ストック・オプションの権利行使による増加 8,800株

　 新株式の発行による増加 182,000株

新株予約権の行使による増加 231,500株

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 47,800 ― ― 47,800

３．配当に関する事項

　 該当事項はありません。
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４．新株予約権等に関する事項

内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数(株) 当事業年
度末残高
（千円）

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

第１回新株予約権 普通株式 238,400 － 8,800 229,600 －

第２回新株予約権 普通株式 4,800 － － 4,800 －

第３回新株予約権 普通株式 24,000 － － 24,000 －

第４回新株予約権 普通株式 － 88,800 － 88,800 1,879

第５回新株予約権 普通株式 － 1,318,000 231,500 1,086,500 3,965

合計 267,200 1,406,800 240,300 1,433,700 5,845

(注)目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記
載しております。

　

税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

繰延税金資産

　 未払費用 5,459千円

　 資産除去債務 89,841千円

　 減損損失 51,595千円

　 税務上の繰越欠損金 412,950千円

　 関係会社株式 9,521千円

　 その他 2,890千円

　繰延税金資産小計 572,259千円

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引

当額
△82,782千円

　繰延税金資産合計 489,476千円

繰延税金負債

　 資産除去債務に対応する除去費用 48,246千円

　 その他 2,486千円

　繰延税金負債合計 50,732千円

　繰延税金資産純額 438,744千円
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用に関しては一時的な余剰資金を安全性の高い金融資産で運用

しており、資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。

デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、敷金及び保証金は、主に店舗物件の賃貸に係るものであり、差入先の信用

リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、全て短期の支払期日であります。借入金

は、主に営業取引及び店舗に関する設備投資に必要な資金の調達を目的としたも

のであり、このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されてお

ります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権である売掛金については、与信管理規程に従って、取引相手ごとに期

日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

敷金及び保証金については、契約時に保有会社の与信管理を行い、定期的に保

有会社の与信状況の確認を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

借入金については、資金調達時において金利の変動動向の確認または他の金融

機関との金利比較を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の

管理

管理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理

しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお

りません((注２)を参照ください。)。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 632,240 632,240 －

(2) 売掛金 102,303

　 貸倒引当金 △70

102,232 102,232 －

(3) 未収入金 324,488 324,488 －

(4) 敷金及び保証金 572,845 556,414 △16,431

資産計 1,631,807 1,615,376 △16,431

(1) 買掛金 61,665 61,665

(2) 未払金 235,994 235,994

(3) 長期借入金 (※) 3,088,295 3,088,016 △278

負債計 3,385,955 3,385,676 △278
(※) １年内に返済期限が到来するものを含んでおります。

(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金及び(3) 未収入金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(4) 敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、想定した賃貸契約期間に基づき、合理的に

見積もった将来キャッシュ・フローを、決算日現在の国債利率で割り引いた現在

価値により算定しております。
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負 債

(1) 買掛金及び(2) 未払金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

借入金のうち固定金利のものについては、元利金の合計額を新規に同様の借入

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により時価を算定しており

ます。また、変動金利によるものについては、短期間で市場金利が反映されるた

め、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 －

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。
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関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
Ikka Dining

International,Inc
所有
直接100％

資金の貸付

資金の回収 4,800

関係会社
長期貸付金
(注２)

53,210

その他の流
動資産
(注２)

4,800

利息の受取 361
その他の流
動資産

29

（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　

２．役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

種 類
会社等の
名称または

氏名

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員及び
その近親者

武長 太郎
被所有
直接17.2％
間接24.3％

当社代表
取締役社長

当社不動産
賃貸契約の
債務被保証
(注２)

112,223 ― ―

岩田 明 ― 当社取締役

当社不動産
賃貸契約の
債務被保証
(注２)

10,377 ― ―

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。
２．当社の店舗物件の賃借料について債務保証を受けております。取引金額については、債務保

証を受けている物件について当事業年度に支払った賃借料を記載しております。なお、保証
料の支払はありません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 52円95銭

１株当たり当期純損失 　153円86銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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